
近畿大学短大論集

第41巻 第1号(2008年12月)

p.25～38

改正均等法が オフィスワーカーに与える影響 に関する一考察
一 これからの秘書教育に関連 させて

古 武 真 美

抄録

これか らの秘書教育の充実をはかるためには、 ビジネス環境 の変化、 とりわけ、激変す る法 的環

境 の研究 は欠 くことのできない もの となっており、 これ らの変化を踏 まえた上で、具体 的にどのよ

うな実務知識 と技能を教授するかを考えることが必要である。

本稿 では、改正男女雇用機会均等法が秘書職従事者に与え る影響を研究す る前提 として、まず、

広 く秘書職従事者を含むオフィスワーカー全体に与える影響を考察す る。今後、 さらに、秘書職従

事者 に焦点を絞 り、研究を深めていく(秘 書 に関するキ ャリア形成につ いて、秘書職従事者および

秘書職経験者を対象 に実態調査を行 っている)。
さて、2006年6月 に改正男女雇用機会均等法が成立 し、2007年4月 より施行 されている。本改正

では、性別を理 由とす る差別および間接差別が禁止 とな った。本改正 は、オフィスワーカーにどの

ような影響を与えるのだろうか。

具体的 には、第1に 、企業へのアンケー ト調査をもとに、企業の法律遵守への意識を検証 し、第
2に 、法律を遵守するための具体的な企業の取組みについて女性オ フィスワーカーへの聞き取 り調

査 をもとに検討する。その上で、第3に 、オ フィスワーカーに与える本改正の影響を考察する。
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Consideration of the Consequences for Office Workers of the Revised Equal 

Employment Opportunity Law: In the Light of Secretarial Education in the Future

Furutake, M ami

 ii ns Era  cr 
 In order to enrich secretarial education in the future, it is indispensable to study the 

changes in the business environment, particularly legal the environment that has been 
changing drastically, and it is important to consider what practical knowledge and skills 
should be taught to the students based on understanding these changes. 

 In this report, on the premise of studying the impact that the Revised Equal Employment 
Opportunity Law (REEOL) has on secretaries, the effects that will have in a broader scale 
on the entire office workers including secretaries is considered. In the future, I will con-
tinue to study about it in more depth by focusing on secretaries (A fact finding survey for 
the secretaries and used to be secretaries is underway from the point of the career develop-
ment of secretaries). 

 REEOL was passed by the Diet in June, 2006 and has been enforced since April, 2007. 
The law prohibits gender and related indirect discrimination against office workers. 

 In this paper, initially, the results of corporate attitude surveys regarding REEOL com-
pliance are scrutinized. Then, interviews with female office workers to determine the com-
pany's specific approach are examined. Finally, a final evaluation of the impact of REEOL 
on office workers are made. 

Key Words 
 secretary education, Revised Equal Employment Opportunity Law, diversity, observance of 

law, female office workers
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1.は じ め に

雇用 におけ る男女平等 の実現 を 目指 した粘 り強

い婦人運動1)、お よび、 国際的な後押 し{2)を受 け、

1985年 、 理想 とは ほ ど遠 い もの(3>な が らも、 わ

が国に男 女雇用機会均等法 が誕生 した。

以 後、1997年 の改正 においては、 まず、 それま

での福 祉的 な性格4)が 改 め られ、 女性 優遇、 女

性 のみの取 り扱 い も、原則、禁止 となった。 また、

女性 の募集 ・採用 か ら退職 までのあ らゆ る雇用 ス

テー ジにおけ る女性差別 について、 それまでの努

力義務規定 が禁止規定 とな り、法律 の内容 は大 き

く前進 した。 しか し、 制定 当初 か ら指摘(5>さ れ

ていた女性労働者 のみへの差 別を禁止 す るとい う

片面 的性格 は維持 されたままであ っだ6>。

そ こで、2006年 に成立 した改正男女雇用機会均

等法(以 下 「改正均等法」 とい う)で は、片面 的

性格 を払拭 し、男女労働者双方 への差別 が禁止 さ

れ、2007年4月1日 か ら施行 されてい る。本稿 で

は、企業 および女性 オ フィス ワーカーに対す る意

識調査 か ら、本 改正 がオ フィス ワーカーに どの よ

うな影響 を与 え るのかを考察 す る。

2.改 正均等法 と管理職 男女比率

2-1改 正均等 法のポイ ン ト

男女雇用機会均等法 の制定か ら20年 以上経過 し、

この間就業す る女性 は確実 に増加 してい る(7)。し

か しなが ら、労働者 が性別 によ り差別 され ること

な く、 かつ、母性 を尊重 されつつ能力 を十分 に発

揮 で きる職 場環 境 の整備 はま だ十 分 とはいえ な

い(8)。この ような状況 の中、雇用 にお けるさ らな

る男 女の機i会均等 の確保 を 目指 し、2006年6月 に

改正 均等法 が成立 し、2007年4月1日 か ら施行 さ

れてい る。

本 改正 のポイ ン トは次 の4点 であ る。

第1に 、性別 を理 由 とす る差別 の禁止 であ る。

すなわ ち、募集 ・採用 ・配置 ・昇進 ・教育訓練 ・

福利 厚生 ・定年 お よび解雇 について、従前 の 「女

性 であることを理 由とす る差別 的取扱いの禁止等」

が 「性別 を理 由 とす る差別 的取扱 いの禁止等」 に

改正 され、女性 だけでな く、男女双方 に対 す る差

別 が禁止 とな った。

第2に 、 間接差 別の禁止(9>で ある。 す なわち、

表面上 は性 に中立 な要件 であ って も、厚生労働省

令 で定 め る一 定 の要件(lo>につ いて は、 業務 遂行

上 または雇用管理上、特 に必要 である場合 を除 き、

間接差別 と して禁止 された。

第3に 、母性保護 の強化 であ る。 すなわち、 妊

娠、 出産等 を理 由 とす る解雇 その他 の不利益取扱

いの禁止事項 が拡大 された。 さらに、妊産婦 であ

る女性労働者 にな された解雇 は、事業主 が当該解

雇 について妊娠 ・出産等 を理 由 とす る解雇 でない

ことを証 明 しない限 り、無効 とな る。

第4に 、 セ クシュアルハ ラスメ ン ト対策 の強化

であ る。 すなわち、職場 におけ るセ クシュアルハ

ラス メン トを防止 す るために、事業主 は、従前 の

配慮義務 か ら、雇用管理上 の措 置義務 を負 うこと

とな った。 また、 セ クシュアルハ ラスメ ン トの対

象労働者 に男性 も加 え られた。

2-2男 女雇 用機会均等法 の趣 旨

さて、男女雇用機会均等法 の趣 旨は、各雇用管

理 区分 での男女平等 の確保 であ る。男女雇用機会

均等法 では、原則、女性 を優遇 す ることは差別 と

して禁止 されてい る。 しか し、特例措置 と して、

男女雇用機会均 等法第8条 において、事実上 の男

女 間の格差 に対 してポ ジテ ィブア クシ ョンが認 め

られてい る。 この ことか ら、機会 の均等 での男女

平等 に とどま らず、結果 と しての男女平等 を 目指

している男女雇用機会均等法の姿勢が読 み取れ る。

ただ し、 ポ ジテ ィブア クシ ョンを採 るか否 かは、

各企業 の判 断に委 ね られてい るため、法 の強制力

と しては弱 い(ll>。

具体 的に、 ポ ジテ ィブア クシ ョンを採 ることの

でき る要件 とは、各雇用管理 区分 におけ る女性比

率 が40%(12)を 下 回 っていることである。す なわ ち、

男女雇用機会均 等法 の趣 旨は各雇用管理 区分 にお

一26一
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ける男女比率の適正化にあると考えられる。たと

えば、管理職 という雇用管理区分での男女比率は

6:4が 適正 ということになる(図 表1参 照)。

2-3オ フ ィス ワーカーの現状

わが国にお ける2007年 の雇用者数 を男女別 にみ

ると、 男性3,226万 人 、 女性2,297万 人 で あ りq3)、

全雇用者 に占める女性 の比率は40%を 超えている。

しか し、職場 での地位 をみ ると、管理 的職業従

事 者 にお け る女性 の比 率 は10%に も満 た ない(14)

(図表2参 照)。

つま り、職場 におけ る男女構成比率 にかかわ ら

ず、 それぞれが就 いてい る業務 は、男性 が管理 的

業務、女性 が非管理 的業務 と性別 によ り分 かれて

い る。

さらに、 コース別人事管理制度 をみてみ る。 い

わゆ る、総合職 と一・般職 があ り、総合職 には、管

理 的業務 に就 くことを想定 した教育訓練、 内部昇

進等 が準備 され、一・般職 にはほ とん ど準備 されて

いな い(15)。この総合職 に 占め る女性 の割合 はわず

か6%q6)で あ る。

すなわ ち、現状 は、男女雇用機会均等法 の求 め

る各雇用管理 区分 におけ る男女 比率 の適正化 には

まだ、程遠 い。

【図表1】

雇用管理区分:管 理職

管理的職業従事者

刀1_1■ 7㌧1_L

資料出所:総 務省 「労働力調査平成19年 」より筆者作成

6)7
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2-4改 正均等法が管理職 における男女比率

に与える影響

改正均等法は、前述2-3に みた現状の管理職

の男女比率にどのような影響を与えるだろうか。

まず、改正均等法では両性に対す る差別が禁止

された。従来の女性 という理由のみならず、男性

という理由での差別 も禁止 されたわけである。す

なわち、改正前は、女性 という理由で管理職にな

れないことは差別であったことから、女性管理職

に対 してのみ、当該割合を引き上げようと法の後

押 しがあった(図 表3参 照)。一方、改正後は、

両性に対する差別が禁止 されたことにより、女性

管理職 にだけでな く、男性管理職に対 しても影響

を与えると考えられる(図 表4参 照)(17>。

さらに、改正均等法で、間接差別が禁止 された

ことから、男女比率に対 して、法の力は、改正前

よりも強 く働 くと予想 される(図 表4参 照)。

3.法 規制 に対 する企業 の意識

さて、前述2-4で 述べ たよ うに、法 の趣 旨ど

お りに現状 が変化 す るためには、各企業 が改正均

等法 の趣 旨を理解 し、遵守 してい くことが前提 と

な る。 そ こで、企業 の法規制 に対 す る意識 を三菱

UFJリ サーチ&コ ンサルテ ィ ングが実施 した調

査 「2010年 を展望 す る人事戦 略 ・人事制度 に関す

る調査」 データか ら検証 してみ る。

3-1調 査の概要

本調査は、企業内外の環境認識の状況を把握す

るために、実施 された。全国の上場企業(新 興市

場含む)お よび未上場優良企業、約4,400社 を対

象に、調査票を送付 し回収する質問紙方式で実施

し、372社(回 収率約8.5%、 内上場企業304社)

の有効回答を得た。なお、調査時期は2006年11月

～12月 であ り、改正均等法公布後、施行前に実施

【図表3】 改正前

資料出所:筆 者作成

「

【図表4】 改正後

資料出所:筆 者作成
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された。 すなわち、 改正 均等法 がすで に公布 され

てい ることか ら、企業 は改正 均等法 を視野 に入 れ

た上 で回答 してい るもの と考 え られ る。

3-2調 査結果 か らみる企業 の意識

次 の図表5の 調査結果 よ り、法令遵守 に対 す る

企業 の認識 は高 いことが明 らかである。す なわ ち、

労働法令 の最低基準 を超 えた制度運用 の徹底 が解

決済 みの企業 は15%に す ぎないが、1～2年 以 内

に解 決を加 え ると70%、 さらに、3～5年 後 には

解 決 までを加 え る と85%と な る(18)。大 多数 の企 業

が労 働法 令の最低基準 を超えた制度運用 の徹底 を

5年 以 内の課題 として、 重要視 してい ることがわ

か る。

したが って、各企業 は、 今後、労 働法令 の1つ

である男女雇用機会 均等法の改正 内容 を遵守 しよ

うと何 らかの取組みを実施することが予想 できる。

4.男 女雇用機会均等法の趣旨を満たすためのポ

イン ト

では、 より早期に男女雇用機会均等法の趣 旨を

満たすためには、企業はどのような取組みを行え

ばいいのだろうか。そのポイン トを改正均等法施

行後に筆者が実施 した女性オフィスワーカーへの

聞き取 り調査から探 ってみる。

4-1調 査 概 要

対象者 は、民 間企業 に勤務 す る勤続5年 以上 の

女性 オ フィス ワーカー10名 とした。 当該勤続年数

条件 については、一・般 的に勤続5年 経 てば、責任

を持 った仕事 を任 され、仕事 にや りがいを感 じて

い ると考 え られ るため とい う理 由で設定 した。対

象者 が勤務 す る企業 のプ ロフィールは図表6の と

お りであ る。調査 時期 は、2007年6月18日 か ら7

月9日 であ る。

【図表5】

労働法令の最低基準を超えた運用が課題と認識する企業は85%に のぼる
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【累副

資料出所 「2010年を展望する人事戦略 ・人事制度に関する調査2007年3月 」

三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティング コンサルティング事業本部

名古屋本部 組織人事戦略部



近畿大学短大論集Vol.41,No.1,2008

4-2勤 務す る企 業で女性 労働力 の必 要性 を

感 じる理 由

対 象者 に、企業 内で女性 が必要 とされてい ると

感 じる理 由お よび感 じない理 由をたずねた。

当該理 由について、(1)経営方針 によ るもの、(2)

業種 に よるもの、(3)業務 内容 によ るもの、(4)性別

ではな く個人 を見 る意識 に よるもの、(5)活躍 して

い る女性 の割合 に よるもの に分 けて、 図表7に ま

とめた。

(1)経 営方針 に よるもの

まず、 第1に 、経 営方針 によるものである。女

性 を活用す るという経 営方針 の明確 さによ り、企

業が女性を必要 としているかどうかを判断 している。

女性 を活用 す るとい う経営方 針が明確 にあ るA

社 およびB社 の女性 は、企業 が女性 を必要 として

い る理 由 と して、 それぞれ、 「ダイバ ー シテ ィを

経営方針 と して掲 げていて、専 門の本部 がい ろん

な活動 を して いるんです よ」 「女性 を活用 してい

こうって、女性参画 みたいな感 じの クオ ・リブ活

動 ってい うプ ランがあ るんです よ」 と話 して くれ

た。

一・方
、企業 として女性 を活用 す るとい う方針 を

打 ち出 していないC社 の女性 たちは、企業 が女性

を必 要 として いない理 由と して、 「女性 を活用 し

よ うとす る会社の姿勢 は何 も感 じられないですね、

そ うい うものは何 もない と思 います」 「た とえば、

ダイバー シテ ィをやろ うとか、 そ うい う気 はま っ

【図表6】

対象者数 業種 従業員数(正 社員数) 女性の割合(正 社員に占ある)

【図表7】

(1)経営方針による

もの

(2)業種 に よ る もの

(3)業務 内容による

もの

(4)性別 ではなく個

人を見る意識に

よるもの

(5)活躍 している女

性の割合による

もの

必要 とされている理由

・女性が活躍できるように取り組みが実施されている

・人材の多様性を包含 した経営方針がある

・ワーク ・ライフ ・バランスを推進 している

・女性の意見を取 り入れて行 う商品等が多数ある

・消費者に女性を多 くもつため、消費者視点をもっ

ている女性の活用は不可欠

・きδ6細やかなフォローができるという業務で女性

が必要
・一般事務を行 う業務で女性が必要

・経理実務は女性社員で回っていると思う

・フレキシブルな労働力 として女性の派遣社員をた

くさん活用 している
・お茶だし、電話受付業務等では、女性が必要

・一応職種の別はあるが、性別で何か変わることは

少ない
・会社にとって利益のある人であれば、女性であれ

男性であれ必要 としている
・人材の多様性の観点から必要

・男性女性の区別なく活躍の場があるから

・男性、女性 というより個人の能力によって必要 と

される人材は異なる
・女性を特別視 していない

・システム系や物流系ノウハウを持っている女性 も

多く、細部にわたる業務系推進力を発揮 している
・女性の総合職が男性同様活躍 している

必要とされていない理由

・女性活用に関する経営方針が不明

・ダイバーシティも考慮されていない

・経営計画に女性活用がうたわれていない

・業種として、女性を消費者に持たないたあ、女性

の視点を特に必要 としていない

・営業等、女性には厳 しい仕事が多 く、活用が難 し

い

・女性特有の事情(出 産や体力差等)に 対する配慮

がほとんどない

・女性管理職が少ない

・女性役員がいない

資料出所:筆 者作成

一30一



古武:改 正均等法がオフィスワーカーに与える影響に関す る一考察一 これからの秘書教育に関連 させて一

た くな い し、 そ うい う意 識 は ないで し ょうね」

「経営計画 とか そ うい うこ とになん らうた われて

ないですよね。 その姿勢 がない以上、 ちょっと遅

れて るん じゃないかな あ」 と話 して くれた。実 際

には、C社 は、経営方針 と して女性 活用 を打 ち出

していな くて も、女性 を活用 しよ うと考 えてい る

か も しれない。 た とえ、 その場合 で も、経営方針

として明確 にな っていなければ、企業 の気持 ちは

彼女 た ちには伝 わ らないのであ る。

(2)業 種に よるもの

第2に 、業種 に よるものであ る。

消費者 に女性 を持 つA社 の場合、商 品開発等、

企業 内 に女性 の意見 が必要 な業務 が数多 く存在 す

るこ とか ら、 女性 を必要 とす る理 由 として、 「女

性 が必 要 な業種 だ と思 います、 絶 対必 要 です」

「女性 の意 見 を取 り入 れ る商 品が た くさん あるか

ら」 と話 して くれた。

一・方
、特 に女性 を消費者 とした商 品、 サー ビス

等 を扱 う業種 でな ければ、女性 を必要 と していな

い、 と感 じる。 た とえば、C社 の女性 が、必要 と

されて いない理 由 と して、 「私 の会社 って、特 に

女性 じゃない とい けない仕事 ってない じゃないで

すか。女性 を消費者 に持 つ ような商 品を売 って る

よ うな会社 じゃないか ら」 と回答 して くれた こと

か らもわか る。

つま り、彼女た ちは、業種 として女性 を消費者、

顧客 に持 ち、商品開発、販売、営業等 に、女性特有

の感性、意見 を取 り入 れる必要 があるか どうかで、

女性 を必要 としているか どうかを判 断 している。

(3)業 務 内容 に よるもの

第3に 、業務 内容 に よるものであ る。企業 内 に

存在 す る業務 の種類 に よって、女性 の活用度 が異

な るとい うものであ る。

た とえ ば、 女性 を必 要 な理 由 と して、 「一般職

は女性 ばか りとい う点では、一・般事務 を行 って く

れ る部分では、女性 を必要 としているのだ と思 う」

「た とえば、 お茶 だ しとか、 や っぱ り古 い風習 み

たいな ものがあ る じゃないです か、女性 しか気 づ

けない ところ ってあ る じゃないですか、気配 りみ

たいな もの、 そ うい う業務役割 を もった女性 が課

に1人 か2人 絶対 にいますね」「きめ細やかな フォ

ローがで きる業務 では女性 が必要」 と答 えて くれ

たよ うに、女性 が数多 く配置 されてい る業務 にお

いて、女性 を必要 としてい ると感 じてい る。

(4)性 別 ではな く個人 を見 る意識 によ るもの

第4に 、性別 ではな く個人 を見 る意識 によ るも

のであ る。

女性 を必要 と してい る理 由 と して、 「女性 を活

用 しよ うとい う気 は端 的にいえば、 あま りない と

思 います、 とい うか、女性 だか ら男性 だか らとい

う感 じで活用 しよ うと思 ってい るわけではないで

す ね」 「女性 だか ら期待 されていないのではな く、

どち らか とい うと個人 です よね、個人 に対 す る期

待 です よね」 「特 に、女性 活用 とか してない けど、

女性 だか ら仕事 をやめろ、 とい う雰 囲気 もないの

で、す ご く中立 的です ね」 との回答 があ った。

さらに、 「女性 だか ら優遇 して もらった らいい

とは別 に思 わない」 のよ うに、特別 に、女性 だけ

を活用 す ることによ って、女性 を必要 としてい る

とは捉 えてお らず、個人 として 自分 をみて もらう

ことによ って、女性 を必要 としてい ると感 じてい

る。

(5)活 躍 してい る女性 の割合

第5に 、 活躍 してい る女性 の割合 によ るもので

あ る。

社 内で、女性 がその能力 を発揮 して活躍 してい

ることか ら、企業 が女性 を必要 としてい る、 と彼

女 たちは感 じてい る。

一・方
、「部長、役員 とか に女性 がいない と、や っ

ぱ り女性 で総合職 で働 いて、 自分 は どこまでいけ

るんだろ うって思 った ときに、 モデルにな らない

じゃないですか、道 が描 けない じゃないですか」
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と、上位職 に 占め る女性 の割合 が少 ない ことは、

女性 のや る気 を阻む一・因 ともな ってい る。

4-3女 性 を必要 と してい く企業 の方 向性

さらに、企業 は、何 を理 由 と して女性 を必要 と

してい くべきか、彼女 たち に聞いてみた。

「も ともと 日本 の会 社 って、 世帯主 の男性 がネ

クタイ しめて仕事 しているっていう文化がメジャー

な文化 で、 それだ けで価値 を判 断す ると、 消費者

のニーズだ った り、世 間の動 きとい うのを きっち

り正確 に把握 できないので、 や っぱ り人材 の多様

化 を図 るとい う観 点か ら女性 も活用 してい く」 と

い う回答 であ った。

つま り、 ジェンダー ・フ リーよ り、 さらに進 ん

だ、 多様 な属 性、 た とえ ば、 「性別、年齢 、 国籍

等 の価値 や発想 を取 り入 れ ることで、 ビジネス環

境 の変化 に迅速 かつ柔軟 に対応 し、企業 の成長 と

個人 の しあわせ につ なげよ う」(19)とい うダイバ ー

シテ ィの考 えに基 づき、 多様 な人材 の一種 と して

「女性」 を活用す る企 業 の姿勢 こそが、 女性 を活

用 す る大事 な要素 だ と感 じてい る。

本調査 か ら、男女雇用機会 均等法 の趣 旨を満 た

すため に、企業 が意識 す るポイ ン トは次 の5つ で

あ るといえ る。

第1に 、女性 を活用 す るとい う経 営方 針を明確

に示 す、 第2に 、業種 の如何 を問わず、女性特有

の感性、意見 を取 り入 れ る、 第3に 、性別 ではな

く個人 として会社 は評価 す るとい うことを明確 に

示 し、実践 す る、第4に 、業務 内容 に対 す る性別

役 割分業 を払拭 し、男女 バ ランスよ く各業務 につ

かせ る、 第5に 、典型 的な女性 キ ャ リアの道筋 を

示 す とともに、 当該人物 が実 際に社 内に存在 す る

こと、存在 しないな ら早期 に育成 しよ うとしてい

ることを理解 して もらうとい うことであ る。

【図表8】

〈D社 の具体的な取組み〉

◎ 社内風土づくり

ダイバーシティ月間を設定、取組みを加速

フォーラムの開催

ミーティングの実施

ポスター掲示

社内H.P内 にダイバーシティのページ

◎ 女性の活用推進
・活躍する女性先輩社員をみせる、先輩社員と話す

ex.女性先輩社員のミニ講演

女性が開発に関わったヒット商品の紹介

メールマガジンの発行
・管理職の意識向上

ex社 内 且P内 の管理職用チェックリス ト

(女性社員育成に向けて管理者として意識すべきポイント)

5.男 女雇用機会均等法の趣旨を満たすための取

組み事例

前述3-2の とおり、改正均等法を受 け、企業

資料出所:筆 者作成

は、何 らかの取組 みを実施 してい くことと考 え ら

れ る。

また、前述4の 聞き取 り調査 か ら、企業 の具体

的な取組 みの1つ と して 「ダイバ ー シテ ィ」⑳ が

浮 かび上 が る。

すで に、企 業の 中には、 「ダイバ ー シテ ィ」 へ

の取組 みを始 めてい るところがあ る。

当該企業 の1社 であ るD社 の人事 担当者 に聞き

取 り調査 を2008年2月10日 に筆者 が実施 した。D

社 では、 ダイバー シテ ィ推進部 を設 置 し、性別、

年齢、 国籍 な どの属性 に関係 な く社員 ひ とり一人

が活躍 で きる企業風土 づ くりを実現 す るための取

組 みを進 めてい る。特 にキ ャ リアに対 す る意識 を

高 め、女性 リーダーを さらに増 や し、女性 が当た

り前 に活躍 で きる、多様性 あふれ る企業 を 目指 し

てい る(図 表8参 照)。

6.取 組 みの今後 の方 向性

このよ うな企業 の取組 みは今後 どのよ うにな る

のだ ろ うか。 前述3-1の 調査 デ ータか ら検討 し

てみ る。

図表9中 、 図表11の とお り、 ダイバー シテ ィ、

す な わ ち多 様 な人材 の活 用 につ いて の設 問 に、

「あて はま る」 と回答 した企業 は、現 在7%で あ

るが、3～5年 後 には11%に ポイ ン トがア ップす

る。 さ らに、「どち らか といえば あてはま る」 の
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【図表9】

ダ イ バ ー シ テ ィ は3～5年 後 、 大 手 企 業 で 大 き く 進 展

設 問A-6ダ イバ ー シテ ィ
性別、年齢、国籍等にこだわらない多様な人材の

活用が進んでいる

現在

3～5年 後

[図表11]ダ イバーシティ(全 体)

現在

3～5年 後

■ あては まる

ロ どちらか といえ ばあてはまらない
ロ 無 回答

ロ ど ち らか といえば あては まる

ロ あては まらない

[図表12]ダ イバー シティ(従 業員規模別)

現

3～5年 後

■あてはまる
ロどちらかといえばあてはまらない
ロ無回答

ロ どち らか と いえば あて はまる

ロあて は ま らな い

資料出所 「2010年を展望する人事戦略 ・人事制度に関する調査2007年3月 」

三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティング

コンサルティング事業本部

名古屋本部 組織人事戦略部
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r國 圭1バ1

業 種 ・ 規 模 を 問 わ ず 女 性 の 活 用 が3～5年 後 に 向 か っ て 大 幅 に 進 展 す る 見 込 み

設 問B-5 女性活用
現在

3～5年 後
女性の活用が進んでいる

1 2 3 4

1 2 3 4
女性の活用には慎重である

[図表35]女 性 活用(全 体)

現 在

3～5年 後

uu'u

口Aに 近い

A進 んでいる

uuuuLfvuv乙UIUUlu∠ 」uuuLfuuuuu'uuuこ7u

口 どちらかといえばAに近い 口どちらかといえばBに 近い口Bに 近い

B:慎 重 である

[図表36]女 性 活用(従 業員規模別)

現在

3～5年 後

～5UIUbUbU4Uこ5UZU

口Aに 近い 口 ど ちらか といえばAに 近 い

A進 ん で い る

rlUU『IUZUこ5U4UbUOUIU～5UUU

口 ど ち らか といえ ばBに 近 い 口Bに 近 い

B:慎 重 で あ る

現在

3～5年 後

[図表37]女 性 活用(製 造 ・非製造別)
「

80706050403020100102030405060708090

口Aに 近 い 口 どちらか といえ ばAに 近 い 口 どちらかといえばBに 近い 口Bに 近い

A進 ん で い るB:慎 重 で あ る

資料 出所:「2010年 を展 望 す る人 事 戦 略 ・人 事 制 度 に 関す る調 査2007年3月 」

三 菱UFJリ サ ー チ&コ ンサ ル テ ィ ング

コ ンサ ル テ ィ ング事 業 本 部

名 古 屋 本 部 組 織 人事 戦 略 部



古武:改 正均等法がオフィスワーカーに与える影響に関す る一考察一 これからの秘書教育に関連 させて一

場合、現在 の29%が3～5年 後 には41%と12%も

ア ップす る。 「あてはま る」 「どち らか といえばあ

てはま る」 を合計 した場合、3～5年 後 には、52

%と 過半数 の企業 が該 当す ることにな る⑳。

従業員規模別 でのダイバー シテ ィの取組 みを図

表9中 、図表12で み ると、1,000人 以上 の規模 で、

現在、 「あてはま る」4%、 「どち らか といえばあ

てはま る」35%で あ るが、3～5年 後 にな ると、

それぞれ、12%、49%と 飛躍 的に高 くな る信2}。

すなわち、 ダイバー シテ ィは、今後、大手企業

を中心 に進展 す ることが考 え られ る㈱。

このダイバー シテ ィの進展 は、前述3で 明 らか

にな った企業 の法律遵守 についての意識 の高 さと

無 関係 ではない と考 え られ る。 つま り、 改正均等

法 を遵守 しようとす る企業 の意識がダイバー シティ

を推 し進 めてい る可能性 があ る。

次 に、 女性 の活用 について、 図表10中 、 図表35

でみてみ る。

「女性 の活 用が進 んで いる」 とす る企業 と 「女

性 の活用 には慎重 であ る」 とす る企業 の割合 を比

較 した場合、現在、前者 が低 いが、3～5年 後 に

は、 逆 転 す る⑳。 同様 の こ とが、 従 業 員規 模別

(図表10中 、 図表36)、 業種別(図 表10中 、図表37)

で もいえ る⑳。

したが って、各企業 において、業種 ・規模 を問

わず女性 の活用 が3～5年 後 に向か って大 幅に進

展 す るであろ うことがわか る⑳。

このように、今後、企業 におけるダイバー シティ

の一環 として、女性 の活用 も進 んでい くと予想 さ

れ る。

7.企 業 の動 きが オフ ィス ワーカーに与 える影響

これ まで考察 した企業 の動 きか ら、オ フィスワー

カーに対 して どの ような影響 が出 るのかを考察 し

てみ る。

業 におけ るオ フィス ワーカーについては、職務 内

容 におけ る男女 同一化 が進 むであ ろう。 つま り、

職務 にお ける性別役割分業 が薄 ま るとい うことで

あ る。 た とえば、現状、男性 が大半 を占めてい る

管理職 の場合、女性 の比率 が高 ま るであろ う。

一・方
、当該取組みを実施 しない企業 において は、

依然 として、男性が管理職、女性が非管理職 といっ

た旧来 の構 図が継続す るであろ う。

7-2オ フ ィス ワー カー個 人の適正 な能力評

価 の進展

ダイバー シテ ィの進展 は、属性 に とらわれず に

個人 の能力 を適正 に評価 しよ うとす る企業 が増 え

ることを意 味す る。属性 の一 つであ る性別 を考 え

てみる。従前であれば、特 に女性オフィスワーカー

の場合、能力 が高 くとも、企業 の中に存在 す るガ

ラスの天井 を突破 す ることはたやす くな く、上位

職 に就 くことが難 しか った面が ある⑳。 今後、 ガ

ラスの天井 は薄 くな り、女性 に も男性 同等 に上位

職 への道 が開かれ ることが予想 され る。 つま り、

能力 を有 す る女性 に とって、改正均 等法 は昇進 へ

のプ ラス要 因 として働 くであろ う。

一方
、 オ フィス ワーカー個人 の能力 が適正 に評

価 され ることは、 同性 内での格差 が生 じることに

もつなが るであろ う。

7-3オ フ ィス ワーカーの能力 開発 の高 ま り

これか らの企業経営 においては、個人 の能力 を

適正 に評価 し、 その結果 を処遇 に反 映 しよ うとす

る動 きが一層進 む ことが考 え られ る。 このよ うな

企業経 営の流 れの中で、意欲 の高いオ フィス ワー

カーは、 よ り一層 自分 自身 の能力 を高めよ うと能

力 開発 に励 むであろ う。

また、 オ フィス ワーカー 自身 の当該意欲 の高低

が処遇 に結 びつ く可能性 があ ることか ら、 オ フィ

ス ワーカーに対す る処遇の二極化が進むであろう。

7-1職 務内容の男女同一化

改正法の趣 旨を満たすための取組みを進める企
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8.秘 書教育 への展 開

改正均 等法 がオ フィス ワーカーに どのよ うな影

響 を及 ぼすのかを考察 してきた。オフィスワーカー

には秘書職従事者 も含 まれ ることか ら、 当然、 当

該考察結 果を踏 まえた上 で、秘書教育 を充実 させ

てい くことが必要 であ る。

具体 的には、 ますます、個人 の能力 が問われ る

よ うにな ることか ら、 自分 のキ ャ リアは与 え られ

るものではな く自分 で築 くとい う意識改革、 お よ

び、 目標 に向 けて、一歩一歩、 自らの能力 を高め

てい く実行力 の養成等 が考 え られ る。

9.む すびにかえて

ま とめ と して、経 営の視 点か らい くつか意見 を

述 べてみたい。

9-1企 業の自主的取組みの限界 と法律効果

すべての企業に、性別にとらわれない人材活用

の実施への主体的行動を望むには限界がある。す

なわち、企業の最大の目的である利益追求と性別

にとらわれない人材活用が直接的に結びつ くこと

が明 らかにな らない現状困 では、企業 自らの努

力 にゆだねることに限界があるからである。

そこで、企業に対する外からの圧力 として、法

律での規制⑫9>は有効である。 なぜなら、法律で、

違反企業に企業名公表あるいは罰金が科せられる

ことにより、企業は、法律を守ろうとするからで

ある。

9-2法 律 の限界

雇用社会 での男女 の機会均等 を徹底 す ることは

確 かに法律 の役 割であ る。 しか し、直接 的な結果

の平等{3①までを法律 に求 め る ことは望 ま しくな

い。 なぜな ら、企業経営 におけ る企業 自治 の領域

にまで法律 が介入 す ることにな りかねないか らで

あ る。 どのよ うな人材 を採用 し、 どの ような人材

を管理職 に登用 してい くか、 とい うことは、基本

的 に企業 の裁量 で決定 すべ きことであ る。 ここに

法律 の限界 があ る。

9-3透 明性が求 め られる企業経 営

昨今、 その重要 性(31>が言 われて い るコ ンプ ラ

イア ンスであ るが、表面上 の コンプ ライア ンスは

企業 に とってたやす く達成 でき る。 た とえば、男

女雇用機会均等法 であれば、男女平等 にチ ャンス

を与 え ることその ものは難 し くない。 しか し、 そ

れに伴 い結 果がついて こないのであれば、男女平

等 に与 えてい るチ ャンスが真 の意 味で平等 とな っ

て いるのか、 企 業 は 自身 に問 いか け る必要3励 が

あ る。

将来 的な企業 の動 き として、企業 は 自身 の価値

を高 め るために、積極 的に 自社 の取組 みおよび成

果 を公 開 してい くこともあろ う。

一・方
、株主、社会等 か ら、企業 内の人材 活用状

況 を含 む企 業活動 の情 報 開示 が要 請㈱ され る こ

ともあろ う。 さらには、人材活用状況結果 に対 す

る説 明責任 も同様 に要求 され る可能性 もあ ること

を視野 にいれてお くべきであろ う。

(注)

(1)大 羽綾子 『男女雇用機会均等法前史一戦後婦人労働

史ノー トー」未來社、1988年 、16-20頁 参 照。

(2)赤 松 良子著 『均等法 をつ くる』勤草書房、2003年 、

34-35頁 で、国連が採択 した女子差別撤廃条約に政府

が署名 し、同条約 を批准するために、男女雇用平等

法を成立させる必要があったとしている。

(3)赤 松 良子、前掲注(2)、153-154頁 で、赤松氏 は 「この

法律 は百点満点 だと決 して思 ってお りません。 いろ

いろな点で不十分 な点があ ることは審議会 の答 申の

中にもいわれている通 りでございます。」 と述べてい

る。

(4)男 女雇用機会均等法 は、勤労婦人福祉法を全面改正

して制定 されたという経緯 によ り、福祉法 としての

性格を持つ ものであった。

(5)鈴 木 敏則 「男女雇用機会均等法の問題点」『名古屋文

理短期大学紀要』第21号 、1996年 、42-43頁 参照。

(6)高 橋 保著 『女性 をめ ぐる法 と政策 〔改訂版〕」 ミネル

ヴァ書房、2008年 、255-257頁 参 照。

(7)総 務省統計局 「労働力調査」 による女性の就業者数

は、1985年2,304万 人、2007年2,659万 人 である。

(8)日 本経済新聞(夕 刊)2008年6月9日 第11面 参 照。
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(9)浅 倉 むつ子 「均等法の20年 一間接性差別禁止 の立法

化をめ ぐる論議」『雇用 ・社会保障 とジェンダー』東

北大学出版会、2007年40-41頁 に、間接差別禁止概念

を立法化することの意味 として、 日常的に社会 にお

いて通用 してきた条件 ・基準 ・慣行な どの中にも、

性差別的な機能 が内包 されている事実をあぶ り出す

ことにな るということ、 違法 とされた後の差別 の是

正方法の特色が挙げられている。

(10)厚 生 労働省令で間接差別 として禁止 された要件 は次

の3点 である。①募集 ・採用 における身長 ・体重 ・

体力要件、② コース別雇用管理制度 における総合職

の募集 ・採用にあたっての全国転勤要件、⑧昇進 に

あた っての転勤経験要件

(11)石 田好江 「今 日の性別職務分離 の特徴 と改正均等法

の理念」『大原社会 問題研究所雑誌』No.546、2004

年 、p.12-13頁 参照。

(12)平 成10年6月11日 女 発第168号 第2で 、わが国におけ

る全労働者に占める女性労働者の割合 を考慮 して、

4割 を下回っていることとするとしている。

(13)総 務省統計局 「労働力調査」参照。

(14)総 務省統計局 「労働力調査」参照。

(15)首 藤若菜著 『統合 される男女の職場』勤草書房、2004

年 、16頁 参 照。

(16)厚 生 労働省 「平成17年 度 コース別雇用管理制度 の実

施 ・助言等状況」参照。

(17)平 成18年 厚 生労働省告示第614号 「労働者 に対する性

別 を理 由とする差別の禁止等 に関す る規定 に定 める

事項 に関 し、事業主が適切 に対処す るための指針」

の中、職種の変更に際 し、「総合職」か ら 「一般職」

へ の職種の変更 につ いて、制度上 は男女双方 を対象

として いるが、男性労働者について は職種の変更を

認 めない運用を行 うことは禁止 とされていることか

ら、管理職 につなが りに くい一般職への男性労働者

の移動が容易になると考え られる。

(18)三 菱UFJリ サ ーチ&コ ンサルテ ィングの分析 によ

る。

(19)「 日経連 ダイバー シティ ・ワーク ・ルール研究会」報

告書、2002に よ る。

⑳ 牛尾奈緒美 「アメ リカ型 アフォーマティプアクシ ョ

ンの 日本への導入」「三 田商学研究』第45巻 第5号 、

2002年 、159-160頁 で、 ダイバー シティの考え方 は、

理念的 にはアフォーマテ ィプアクシ ョン(日 本 のポ

ジティブアクシ ョン)と 共通 の土台にたち、 それを

さ らに進化 させた もの として捉え ることが適 当で あ

ろうとしている。

(21)三 菱UFJリ サーチ&コ ンサルティングの分析による。

⑳ 三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティングの分析による。

(23三 菱UFJリ サーチ&コ ンサルティングの分析による。

⑳ 三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティングの分析による。

㈲ 三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティングの分析による。

(26)三 菱UFJリ サーチ&コ ンサルティングの分析による。

(2のAliceH.Eagly・LindaL.Carli『ThroughtheLab-

yrinth』HarvardBusinessSchoolPress、2007年 、

1-11頁 で は、女性が リーダーになれないのは、「ガラ

スの天井」が原因ではな く 「キ ャリアの迷宮」、すな

わち、女性が リーダーを目指す過程で遭遇 する問題

がさまざまであることに原因があると指摘 している。

⑱ 川口大司 「性差別のマーケ ットテス ト」「わが国企業

における統治構造 の変化 と生産性の関係に関す る調

査研究(3)」 財 団法人機械振興協会経済研究所、2003

年 、164-170頁 で、労働者 に占める女性比率の上昇が

企業の利潤率 を上昇 させ ることを示 している。 同時

に、高 い利潤をあげている企業 が女性を雇 わないと

しても、単 に女性 を多 く雇 っている企業の利潤 を下

回るとは限 らないことも示唆 している。 また、21世

紀職業財団が2003年 に行 った 「企業の女性活用 と経

営業績 との関係に関する調査」ESSORVol.104、

2004年 、10頁 に よると、 女性管理職比率が5年 間で

大幅 に上昇 した企業では、減少 した企業に比べて売

上高が伸びている。 さらに、 児玉直美 ・小滝一彦 ・

高橋 陽子 「女性雇 用 と企業業績」 「日本経済研究』

No.52、2005年 、15-16頁 で、企業の人事 ・労務管理

施策の うち、 「男女勤続年数格差 が小 さい」 「再雇用

制度があ る」 ことが女性比率 と利益率を上 げる 「真

の要因」であることを確認 して いる。一方、 フ ァミ

リー ・フレン ドリー的な施策 は、女性比率 を増加 さ

せるが利益率には影響 しない ものが多い ことを検証

している。

⑳ 飯 田 高 「雇用 における性差別」『雇用 ・社会保障と

ジェンダー』東北大学 出版会、2007年 、211-212頁 に、

ク ォータ制や 目標数値設定等、結果 における比率を

殊更 に重視する政策の問題点 として、1.結 果 のコ

ン トロールが固定観念の払拭 に寄与す るか どうかが

疑 わ しい点、2.本 来存在す るはずのイ ンセ ンティ

ヴ構造を歪めて しまうおそれがある点が指摘 されて

いる。

(30)石 田好江、前掲注(ll)、20-21頁 で、1997年 の改正均等

法 につ いて、 機会 の平等のみを徹底 させた ことによ

り、能力や 自己決定 の背後にある偏見等が結果 の不

平等 をもた らす ことにな っていることを指摘 し、 結

果 と しての平等 にまで配慮 し、実質的な雇用平等を

確保す る、市場への規制力の強 い法律、 具体 的には

間接差別、同一価値労働同一賃金原則の法制化等の

必要性を述べている。

(31)池 田耕一 「今 なぜ企業倫理 ・コンプライア ンスが必

要なのか」『まて りあ』第42巻 、第10号 、2003年 、701

-702頁 で、 昨今 の経済環境 の変化、企業内部環境の

変化等を背景 として、企業倫理違反や法令違反が最

大の経営 リスクの1つ とな っていると述べている。

(32熊 谷文枝 『日本的生産 システムインUSA』 ジェ トロ、

1996年 、77-78頁 で、アメ リカでは、1970年 頃 か ら、

「機会均等、および、アフォーマテ ィプアクション」
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が社 会的に強 く叫 ばれ、 また、法規制 も厳 しいこと

か ら、各事業所 は 「機会均等、 および、アフ ォーマ

ティプアクション」 に神経質 になった と述べている。

(33す で に、「就職四季報女子版」東洋経済新報社では、

女性の役職者数等、女性オ フィスワーカーの活用実

態情報を掲載 している。


